
契約事務規程 

 

 

（通 則） 

第１条 東京都下水道サービス株式会社が締結する契約に関する事務については、別に定

めがある場合を除くほか、この規程の定めるところによる。 

（東京都下水道サービス株式会社が締結する契約） 

第２条 東京都下水道サービス株式会社が締結する契約とは、東京都下水道サービス株式

会社が発注者として締結する契約のうち、契約書等の書面により締結する契約をいう。 

（契約の方法） 

第３条 契約の締結は、競争契約、独占契約、緊急契約、少額契約又は特定契約の方法に

よるものとする。 

（契約の所管）  

第４条 契約に関する事務は、管理部総務課において処理する。  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる契約は、担当部課において処理することができ

る。  

⑴ 産業医等の委嘱に関する契約及び弁護士等との顧問等に関する契約  

⑵ 人材派遣会社から派遣を受ける契約 

⑶ その他直接各部課で発注する必要のある外注等 

（競争契約） 

第５条 競争契約とは、契約相手方となりうる者が複数いる競争性を確保した契約であ

り、当社の契約は原則としてこの方法により行う。 

（独占契約） 

第６条 独占契約とは、特許、著作権等の関係により、契約相手方が唯一の場合にその相

手方と締結する契約をいう。 

２ 独占契約を締結する場合には、その契約相手方が唯一であることを明らかにしなけれ

ばならない。 

（緊急契約） 

第７条 緊急契約とは、緊急工事など契約の締結に緊急性があり、競争契約を行う暇がな

く、一者とのみ契約手続を行う契約をいう。 

２ 緊急契約を締結する場合には、その緊急性を明白に示すと共に、契約相手方の選定理

由を明らかにしなければならない。 

（少額契約） 

第８条 少額契約とは、契約金額が少額なため、一者とのみ契約手続を行う契約をいい、

１件３０万円未満の契約については、少額契約とすることができる。 

（特定契約） 

第９条 特定契約とは、適切な契約相手方が特定の一者しかいない場合等、他の契約方法

により難い場合に、その特定の一者と締結する契約をいう。 



２ 特定契約を締結する場合は、その契約における適切な契約者が特定の一者しかいない

理由、又は他の契約方法のいずれにも該当しない理由を明らかにしなければならない。 

（競争契約の方法） 

第１０条 競争契約の方法は次のとおりとする。 

⑴ 競争入札 

⑵ 企画コンペ・プロポーザル 

（競争契約方法の選択） 

第１１条 競争契約は、原則として競争入札により行う。 

２ 企画内容等が重視される競争契約については企画コンペ・プロポーザルにより行う。 

（競争入札参加者の選定）  

第１２条 前条の規定により契約を締結しようとするときは、当該入札に参加させようと

する者を原則として二者以上選定するものとする。 

  なお、現に東京都において指名停止等の処分を受けている者は、選定しないものとす

る。 

（指名業者選定委員会への付議）  

第１３条 予定価格が１，０００万円を超えるものについては、別に定める指名業者選定

委員会の議を経なければならない。 

（入札） 

第１４条 入札を行う場合は、入札者に対して必要書類に必要事項を記入させ、所定の日

時、場所に提出させなければならない。 

（入札の無効） 

第１５条 入札が、次の各号の一に該当するときは、当該入札を無効とする。 

⑴ 入札に参加する資格のない者によるもの 

⑵ 他人の正常な競争を妨害する等、不正行為のあった者によるもの 

⑶ 同一事項に対して二通以上の入札をした者によるもの 

⑷ 他者の代理を兼ね、又は二者以上の代理をした者によるもの 

⑸ 東京都において指名停止等の処分期間中の者によるもの 

⑹ 東京都暴力団排除条例（平成２３年３月１８日付東京都条例第５４号）第２条第 

４号に定める暴力団関係者によるもの 

⑺ 前各号のほか、特に指定した事項に違反したもの 

（落札者の決定） 

第１６条 入札を行った場合は、予定価格以下で、最低価格で入札した者を落札者とす

る。 

２ 開札の結果、落札となるべき同価の入札者が二者以上ある場合は、これらの者により

抽選を行い、落札者を決めなければならない。 

（契約の締結等） 

第１７条 総務課長は、事業所管課長から契約の締結の請求を受けたときは、速やかにそ

の手続を取らなければならない。 

２ 総務課長は、前項の契約について、契約を締結するに至らなかった場合は、意見を付

して、速やかに当該契約の事業所管課長にその旨通知しなければならない。 



３ 事業所管課長は、前項の規定による通知を受けたときは、内容の精査を行い、契約の

要否について総務課長に回答しなければならない。 

４ 総務課長は、契約が締結されたときは、当該契約の事業所管課長にその旨通知しなけ

ればならない。 

（契約台帳の作成） 

第１８条 第４条第１項により処理する契約案件については、契約台帳により契約事務の

処理経過を明らかにしなければならない。 

付 則 31TGS 総第 243 号､2.3.16 

（施行期日） 

 この規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

付 則 2023TGS-00642、5.6.22 

 この規程は、令和５年７月 1日から施行する。 

 


